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Nominal and Real GDP of Japan: 1940-55 

Toshiyuki Mizoguchi and Noriyuki Nojima 

As a part of research on historical statistics, we have reliable data on National 
Accounts Statistics since the late of 19th century. The LTES project of Hitotsu
bashi University estimated the data from 1885 to 1940. The Economic Planning 
Agency published the post-1955 data based on the system advised by UNSO. While 
the national income estimates were published for the period from 1941 to 1954 by 
the Economic Planning Agency in the late 1950s, the figures must be examined 
carefully because the basic data were less reliable owing to the confounded situa
tion of Japan in the wartime and just after the end of war.

This paper tries to obtain relatively reliable level of nominal and real GDP on 
this period. While the nominal GDP was estinated by the Government of Japan, 
the statistical discrepancy was very large between the estimates from the produc
tion, the expenditure and the distribution side. Judging from the conditions of 
basic data, we selected the figures from the distribution side for the wartime period 

(1940-44) and linked them to LTES estimates, The post-1941 nominal income 
were obtained from the expenditure side estimates with some adjustments on the 

private consumption. This was linked to post-1955 data mentioned before.
The real GDP are calculated from the quantitative data of production. Since 

the original data for agriculture and industry did not cover the transaction of 
underground market, they would have some downward biases and we tried to ad

just this biases as far as possible. The production of tertial industry is estimated 
by two different ways. The quantitative figures are used for the transportation, 
the construction and the public services. The nominal data in the National In
come Statistics are deflated for other sectors. The final results are shown in 
Table 14.

 1.問 題の所在 ＜*＞

 本論の目的は,第2次 世界大戦下お よび敗戦直後(1940-55年)の 日本に関する既存の国民

経済計算の結果の吟味を行なうとともに,そ の問題点の解決を試みることにある.国 民経済計

算の体系に基づいて歴史統計を整備 しようとする試みは大 きく前進 してきた・戦前期について

は,一 橋大学経済研究所を中心とした共同研究の結果・l885-1940年 の期間についての推計が

「長期経済統計」として発表 された.戦 後については経済企画庁 に よつて 「国民所得統計」が

発表されてきたが,1970年 以降国際比較可能な 「国民経済計算」に移行 した.さ らに,1955-

69年 について国民経済計算のシステムによる遡及推計が行なわれた.こ の結果,現 在大きく

欠けている期間は1941-54年 ということになる.こ の期間は第2次 世界大戦下および敗戦後の

混乱期であつて,信 頼できる統計が期待できない等の理由から推計作業にためらいのあるのは
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当然である.し かし多少荒つぽい推計であっても,当 時の状況を把握す る資料を得たいとの要

望があることも事実であろ う.

 本論が対象 とす る分析期間についてのこのような試みとして,2種 の先駆的作業を挙げる事

ができる.第1は 米国戦勢調査団(usSBS)の 戦時下についての推計であり,そ の要約は大蔵

省理財局企画室から1947年 に発表 されている<1>.こ の推計は基本的には国民経済計算の支

出面に関す る推計である.ま ず政府支出についての金額集計を詳細に行なつているが,臨 時軍

事費が年度ペ-ス となつていないたあある程度の誤差は避けることができない.輸 出 ・輸入に

ついても金額については一応信頼性のある数字を利用しているが,軍 事用の輸送は含まれてい

ないことは,当 時の統計事情か らみて当然である.個 人消費の推計に当つては,l942年 の生

産統計を利用 して公定価格表示の消費支出を求め,そ の結果を生産統計の公定価格表示金額で

延長 し,さ らに 「森田指数」を利用 して実効物価水準に修正 している.こ こで指摘されている

通称 「森田指数」は,

         実際卸売物価水準=手 形取引金額指数/取 引数量指数

         実際小売物価水準=現 金取引額指数/取 引数量指数

と想定した間接的な物価指標である<2>.こ の指数は作成方法からみてその信頼性について

はかな りの問題があることか ら,国 民所得の名目金額の推計値にも誤差が含まれることが考え

られる.資 本形成の内設備投資については,戦 時下で実施 されていた資金統制に関す るデータ

で設備投資を推計 しているが,こ れは当時の資金統制が厳 しかった状況より判断 して戦前期間

についてはかなりの信頼性をもつていると考えられる.一 方建設投資については,建 設統計で

住宅建設金額の推計を行なつている.

 第2の 作業は経済審議庁調査部国民所得課による長期国民所得推計の一部として行なわれて

た当時の公式国民所得統計であり,そ の後経済企画庁の 『国民所得白書』に引用されるように

なるものである＜3＞.こ の推計は分配面のデータを主体として作業が進め られ,そ の結果を

生産所得勘定の項 目へ配分する形式が とられており,「産業別国民所得」 と呼ばれている.こ

こで問題 となるのは,第2次 大戦下の混乱期における各セクター別の収入等が正確に把握でき

ているか ということである.戦 後の商業で大きな比重を占めた 「ヤ ミ屋」等の 「インフォマ

ル ・セ クター」の所得の把握は著 しく困難であったと考えられる.し か し,上 記に示 したよう

な 「森田指数」による物価修正を行なわずに,直 接金額を分配面か ら得ることによつて,名 目

金額の推計が可能になる点では極めて魅力的である.

 国民所得白書では,こ の系列とは別に支出面のデータを利用 して国民総支出の推計を行なつ

ている.推 計の方法はUSSBS推 計と共通点を多 くもつているが,利 用 される数値については

より詳細な吟味がおこなわれている.戦 後については家計調査などの標本調査の利用が可能に

なったことから名目値の推計精度が向上 したと考えられる.国 民所得白書の2系 列の間には調

整を行なってもなおかな りの相違があ り,「統計上のそ ご」として処理 されているが,そ の相

対的誤差率は近年の国民経済計算などの比率と比較すれば かなりの大となつている(国 民経済

計算におけるl989年 度の 「統計上 の不突合」の国民総支出に対する割合は0.09%で あ るに

対 して,国 民所得白書の1944年 度値は11・0%と なっている).以 上のほか,経 済審議庁の推

定作業においては,生 産所得を 「暫定系列」として推計結果の公表をお こなっている.そ の推

計方法は,農 林水産業および鉱工業については旧国民所得推計におけるものと大差ないが,第

3次 産業については産業別国民所得の数字をそのまま利用 している.ま た同推計を暫定として

いるのは,第2次 大戦下および昭和20年 代前期における基本 となる生産系列に自信が もてな

か ったためと思われる.
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 2.名 目所得の比較

 まず戦前期の名 目国民所得の推計の比較を行なってみよう.対 象となる系列としては

 (1)国 民所得白書の分配系列(「国白分配」 と略記),

 (2)国 民所得白書の支出系列(「国白支出」 と略記),

 (3)国 民所得白書の暫定生産系列(「国白生産」 と略記),

 (4)長 期経済統計の支出系列(LTEsと 略記)

 (5)USSBS推 計の支出系列(USSBSと 略記)

である.国 民所得白書では3種 の系列が並行 して推計されているため各々が取 り上げ られてい

るが,LTEsで は主要な推計である支出面の系列のみが検討の対象となる.

 表lは これ らの系列を国民総支出ない し国民総生産の概念に変換 した上で比較 したものであ

る.こ の内国民所得白書の数値は,発 表年度によつてわずかの相違があるが,こ こでは 「昭和
38年 度版」の数字を示 している.国 白分配 と国白支出は,1930-37年 の間では類似 した動 きを

示 していたが,1938年 度以降 国白支出の推計が国白分配の推計を上回っている.一 ・方,国 白

生産の値 も1940年 までは国白支出に類似 している.分 配面か らの総貯蓄と支出面か らの総投

資を対比 させた資本勘定によれば,1937年 度以降急増 した政府貯蓄の赤字にほぼ並行 して 「統

計上のぞご」が増大 していることがわかる.こ れを説明するには2つ の考え方がある.第1は

国白支出で民間支出が過大に推計されているとするものであり,第2は 国白分配で個人所得が

過小に評価されていると想定するものである.こ の判断は別れるところであろうが,当 時の統

制経済の強化を考慮すると分配面の情報がより信頼できるように思われる.た だ,闇 経済市場

が拡大 した1944年 については特別の配慮が必要 となろう.こ の数値をLTESの 結果と比較す

ると,国 白支出よ りも国白分配にちかい値をとつていることがわかる.

 そこで今後使用する1940年 までの系列 としては,工TES年 次ベースの数字を採用すること

にす る.1940年 以降の年次に系列を延長するには,国 白分配,国 白支出,国 白生産ない し

USSBSの 系列を利用 しなければならない.こ の4系 列を比較するとUsSBSの 数値が大 きく

なつてお り,特 に個人消費の値がLTESの 水準をも上回つていることが注目される.次 に

1940年 以降の増加率をみると次のようになる.

1941 1942 1943 1944

国白分配対前年増加率(%) 15.3 17.8 17.2 14.3

国白支出対前年増加率(%) 14.0 21.1 17.4 16.7

国白生産対前年増加率(%) 13.6 23.9 20.0 15.5

USSBS対 前年増加率(%) 10.4 21.4 22.4 37.5

これ に よ る と,USSBSの 値 が1943年 以 降 他 の3系 列 を 上 回 つて い る.国 白分 配 と国 白支 出

の増 加 率 は194l-2年 で 相 違 して い るが,2年 分 を合 算 す れ ば 近 い値 とな り,1940年 基 準 指 数

表1 戦前 期名目国民総支 出の比較(単 位:100万 円)
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      表2 国民所得 白書 と国民経済 計算(長 期遡及推計)の 比較(1955年 度)

                                (単位:100万 円,国 民概念)

は1943年 以降類似している.一 方国白生産は上記2系 列の増加率を上回つているが,「 森田指

数」による調整効果が国白支出より大 き くな つた結果と思われる.こ れ らの点 と国白分配が

「森田指数」による調整を行なつていないことを考慮 して,1941年 以降の数値は この系列指数

を長期経済統計の1940年 に リンクすることによつて採用系列を推計することに しよう.た だ

1944年 値については,闇 市場の拡大効果を考慮 した国白支出の対前年増加率を採用系列の1943

年値に乗 じて推計することにす る.な お国民所得白書では1945年 についての推計は存在しな

いので同年の名目値は欠落することになる.

 次に1946年 度以降の推計を検討 しよう.戦 後の国民所得白書の数値は1950年 まで年度ベ-
スのみとなつていることか ら,本 論でも年度によるチェックを行なうことにする.表2は1955

年度まで行なわれた国民経済計算の遡及推計<4>と 国民所得白書の支出面の数字を対比 した

ものである.こ の結果によれば,民 間消費支出に差がみ られるほかは概ね一致 していると考え

てよい.国 民所得統計における個人消費ない し民間消費支出の推計が家計調査等をベ-ス とし

ていたのに対 して,遡 及推定でモデイテイフロ-法 が採用 されたことを考慮すれば,後 者の推

計結果 が大きくなることは1970年 代の改訂作業の経験と合致 してお り,こ の相違は驚 くには

あたらない.従 って国民所得白書の個人消費支出の数字はこの比率を利用 して調整されるべき

であ る.表3の 「採用系列」には個人消費支出についてのみ調整をお こなった結果が示 さ〓

ている.ま た,「採用系列A」 は戦前の数字と整合性を もたせ るために,年 次系列 が得 られ

る1951年 以降については 年度系列と同 じ操作をおこない,1947-51年 については前年数値に

0.25,当 年数値に0.75を 乗 して合計することにより求められた年次ベースの推計値を1951年

で リンクしたものである(1946年 値は,{0.75+0.25×(1946年 度値)/(1947年 度値)}×(1946年

度値)で 求 めた).同 表で国白生産の結果は国白支出を大きく下回つている.こ れは政府の生

産統計で把握できる範囲が戦後大幅に低下 したためと考えられる.

表3 戦後の名目国民総生産,支 出系列の比較

(単位:10億 円)
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問題は,支 出面の推計が経済の混乱期であった1940年 代後半で どの程度の信頼性を維持 し

ていたかとい うことである.戦 時下 と比較すれば,1946年 か ら家計調査を利用 した闇価格を

含む消費者物価調査が実施されたこともあって,あ る程度の改善はみ られた.し か し,数 量,

価格の両面でかなりの誤差があることは予想できる.一 つのチェック方法は,分 配面か ら出発

している国民総生産の数字 と国民総支出の間に存在する 「統計上のそ ご」を観察することであ

る.l955年 における国民概念による比較では,分 配統計を考慮 した国民総生産は,セ クター

別の支出推計を積み上げた総支出の99.8%と なってお り,2者 はかな り類似 している.し か

し,年 度が遡るに したがってこの比率は低下 している.こ の相違は2種 の異なった要素で説明

できる.第lは 敗戦直後横行 したヤミ屋等の非合法活動にともなう所得や,イ ンフレ下で発生

しがちな一時所得が把握できないため,国 民総生産が低めに評価 されるということである.第

2は,価 格,数 量統計が不安定のため,支 出統計にバイアスが発生する危険である.し か し,

戦後の統計については,名 目金額を直接調査 している標本調査等が利用されているために,第

2の 危険はかなり減少 したと考えられる.そ こで,支 出系列の個人消費の過小評価を調整 した

上で遡及統計にリンクしたものを 「採用系列」 として使用することにす る.な お,戦 後の国民

経済計算については,日 本への返還前の沖縄県の数値を本土分に加える作業が必要である.本

論では,農 業の実質所得についてこの作業をおこなっているが,ほ かの分野では主 としてデー

タの不足か ら未調整となつている.

 3.実 質農業所得の推計

 3～5節 では国民経済計算上の実質額を生産統計から直接推計することを試みることにする.

平常な状況では,こ れ らの実質金額は物価統計か ら作成 されたデフレータを利用 して計算 され

る.し か し,本 論が対象としている時期は,激 しいインフレーションと,統 制.闇 の2重 経済

の存在とい う特殊状況にあることから,こ の手法には危険が伴 う.こ のため生産統計に示 され

た物量統計か ら出発す ることにする.ま ず農業の検討よりはしめよう.こ の分野には,LTES

の一部として実施 された 「農林業」の中に木論の対象時期を含めた実質農業生産金額の推計作

業が行なわれている<5>(以 下本節では この推計をLTES推 計と略記する)・ただ,こ の作

業は全国ベース統計を主体とした推計であるために,こ こでは より詳細なテス トを行なうこと

にしたい.

 第2次 大戦下の農業生産高は 「農林省統計書」か ら得ることができる.即 ち,同 書の各年の

報告書によれば,道 府県別に作物別の作付け面積 と収穫高(数 量ベ-ス)が 示されている.全

国の数値は当然府県別の値の合計値となっているはずであるが,若 干の項目についてはわずか

な差がみ られるものもある.こ れらが印刷上の誤りか,合 計に当たってのそれであるかは明ら

かでないが,そ の相違が小さいことから府県合計をそのまま全国値として採用 した.同 書での

表には沖縄県の数字が1944年 以降含まれていないが,琉 球政府の統計年鑑には1951年 以降の

数値が得 られる.そ こで,(1)1944年,1946年 の値は1943年 値と同一にす る,(2)1945年 値

はl944年 値の60%と する,(3)1950年 値は195l年 値と同一とする,(4)1947-9年 値は1946

年値と1950年 値で等差補間することによって 欠落値を補充する,と い う作業をおこなった.

また,沖 縄県以外でも一部の年についてのみ統計が欠落している若干の農産物については,府

県別に欠落年の前後の情報を利用して生産高および作1寸け面積の推計を行なった.こ の結果,

87品 目の主要な農産物についての府県別の生産数量と,作 付け面積に関するデータ.ベ ース

が,1940-50年 について作成 された.

 本論の接近方法は,作 付け面積をペースにして生産高のチェックを行なっていこうとす るも

のである.一 般に統制経済下では生産関連の指標が少なめにでるとされてお り,特 に食料不足
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            表4 農産物の生産統計の調整方法
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        表4

 注) 他の農産物については調整なし

が生 じた第2次 大戦の時期にはこの傾向が強いと想像 される.た だ作付け面積は人目につ きや

すいこと等か ら過小申告が発生 しに くいと考えられる.こ のような想定にたつと,統 制経済に

よる過小申告の効果は単位面積当たりの生産高により大きく表れることになる.上 述 のデー

タ.ベ ースを用いれば道府県別に単位面積当りの収穫高を求めることができる.ま ず,水 稲に

関する作付面積当りの生産高(石/町)を み ると,1945年 を除けば各道府県値は比較的安定 し

ている.従 って第1次 の改訂作業では,1945年 の作付面積当 りの収穫高を調整 してみること

であろう.こ のため道府県別に以下の調整をおこなった.ま ず,1945年 以外の値について最

低値を求め,そ のr倍 と1945年 値の大きい方を同年の推計値とした・rの 値 としては0.8・

0.9,1.0の3者 が想定された.こ のようにして求められた値を作付面積に掛けることによっ

て,1945年 の生産高の推計が求められた.r=1.0の ケ-ス では1945年 の水稲の収穫高は,

公表数字 より20%程 度上回る結果が得 られている.こ の各々の値を前年のそれと比較すると

前者は33%減 であるのにたいして後者は22%減 に止まっている.

 次に,大 麦についてみると,1946年 の値が1945年 のそれよりも低い値を示 している.大 麦

の生産が冬期に実施されることを考慮すると,戦 後の過小申告はむ しろ1946年 値に発生した

と考えられ,調 整も同年について実施 した方がよいように思われる.こ のことを考慮 して上述

の作業に準 じた調整が1946年 の値について実施された.表4でA記 号が1945-6年 に記入さ

れているのは,こ の種の調整が当該作物について行なわれたことを示 している.ま た・大麦の

値は秋田県の数値が1942年 か ら1947年 にかけてかな り低 くなっている.こ のような異常値は

作物別に若千の道府県で見いだ される.こ こでは,特 に著 しい異常な値を調整する目的で

1950年 の値の40%以 下または2倍 以上の数字について検討を行い・時系列変化か らみて誤 り

の可能性が高いと判定されたものについては,そ の道府県の最低値ない し最高値で代替するこ
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とに した.表4で 年次欄に記入 されている数字は,修 正の行なわれた府県数である.既 述のよ

うに農林統計を利用 して実質生産額を推計す る場合の問題点に,採 用作物数が年によって相違

し,特 に1945年 前後の情報に欠落がみられていることが挙 げられる.表4にE記 号で示 され

た年度に欠落値の補充が行なわれている.こ れを補充するために,統 計表にあらわれた両端の

生産量を比較 し,そ の小さいほうの数字で補充を行なった.こ の方式では欠落値を過大評価す

る恐れが大きいが,こ れ らの生産金額はそれほど大きくないことか ら,重 大な誤差の原因には

成らないであろう.

 以上の計算は作付け面積には系統的な誤差はないとの前提で進められてきた.一 般に,作 付

け面積を申告によって調査された統計数字は実査によるものより過小評価となる傾向があるこ

とが知られているが,こ の点は ここでは問題にしない.し かし食料の供出.配 給制度の下 で

は,こ れを上回る過小申告が発生することが予想 される.こ の傾向は監視が厳 しか った1940-

5年 よりも,政 治的な自由化が進行 した1946年 以降に顕著であると考えられる.1948年 の生

            表5農 業の実質生産額の推計:l940-50

(注) 四捨五入の結果,類 別値の合計が 「合計」 と一 致 しない ことがあ る.以 下各表共通.
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産統計は申告作付け面積を基に作成された後,地 域標本調査の結果をふまえて米類および麦類

につい ての統計の調整が行なわれた.こ の点を考慮 して,公 表作付け面積による推計に加え

て,1946-7年 の府県別作1寸け面積を1945年 と1948年 値の平均値で代替 した推計 も計算するこ

とに した.こ の結果1946年 値はかな りの修正がみられたが,1947年 値には大きな変化がみ ら

れなかった.た だ1947年 に実施された標本調査の結果が3%の 申告 もれを指摘 していること

から,同 年の総面積を3%上 乗せするよう調整を加えた.

 このような修正済みの物量統計が得 られ ると,次 の作業は これに価格情報を乗しることによ

って,農 産物 グループ別の生産額を推計することである.す でに指摘 したように,戦 時下の物

価情報には多くの問題が含まれていると思われるので,平 時の物価でコンスタン ト.プ ライス

表示の系列を作成 してみることにする.こ こでは,LTESで 採用されている1934-6年 平均価

格と1954-6年 平均価格による計算を行なうことに しよう.表5に はそ の推計結果がまとめら

れている.す なわち,公 表.修 正作付け面積別(括 弧内の数字は面積修正値),rの 値別の推計

が示されているが,1945年 と1949年 についてLTESの 推計とは大きな差がみいだされてい

るが,そ れ以外の年では比較的類似している.

 次に・ この修正結果を利用 して農鉢水産業の付加価値を計算 してみよう.ま ず,以 上の生産

額推計は耕種作物に限定 されているか ら,農 業総生産を求めるためには繭および畜産の生産を

加えなければならない.こ れ らの修正についての情報は少なく,LTESで 行なわれた試みを修

正することは困難であると判断される.こ のためこの2部 門については,こ の数字をそのまま

利用することにした.ま たLTESで は農業の投入について詳細な分析を行い,農 業における

付加価値率を推計 している.本 論が対象としている時期について,既 存の研究より詳細な付加

価値分析をおこな うにたる信頼できるデ-タ は少ない.そ こでこの付加価値率をそのまま適用

して農業の付加価値を推計することにし,表6が 得 られた.同 表の数字によれば1945年,1949

年の2年 で本推計と 「農林業」の推計の間に差がみいだされる.LTESの1945年 の数字は,

暫定作業 として1944年 と1946年 の数字の単純平均でもとめ られた ものであるか ら,本 論の数

字と相違 しているのは当然である.1949年 の数値の相違は,府 県別にみて異常値を本論で修

正したために発生 した ものであり,本 論の結果が信頼できると考えている.問 題の1946-7年

              表6 農業実質付加価値の推計

                             (1934-36年価格:100万 円)



100      日 本 統 計 学 会 誌 第23巻 第1号1993

             表7 農林水産業の実質生産所得

                             (1955年価格表示:10億 円)

のLTESに よる農林業の値は,本 論で採用された種 々の仮説か ら求め られる数字の上限にち

か くなってお り,同 推計の性格を知る上で興味あるものといえよう.

 この作業結果を利用すれば,国 民経済計算に対応 した農業の実質付加価値系列を求めること

ができる.即 ち1940-50年 についてはr=1.0,作 付面積調整済み,1954-56年 価格表示のケー

スによる純付加価値を指数化 し,そ れに よって1955年 国民経済計の数字を延長することにす

る.な お遡及推計の国民経済計算では,農 林水産業が一括されているので,国 民所得白書の構

成比で分割 した.次 に林業については,LTESで 戦前期から1963年 にかけての実質額の推定

がある.林 業統計に数々の問題があることは周知の事実であるが,与 えられた条件の下では優

れた推計 と考えられるので,こ の値を指数化して1955年 の国民経済計算 の林業付加価値に リ

ンクさせた.水 産業については,水 産統計の収穫量(ト ン数)の 指数を利用 して延長 した.こ

の指数には,闇 市場に流出 した数量が脱落 している可能性があるが,水 産業の国民経済に占め

るウエイ トが比較的小さいことを考慮 して未修正のまま利用することにした.こ れらの結果は

表7に 示されている.

 4.鉱 工業生産所得統計の吟味

 われわれが対象としている期間について実質鉱工業生産所得を推計す るには,物 価統計の状

況を考慮すると,(通 常の方式である名目金額の実質化によるのではなく)農 業の場合と同様に

数量データに基づ く直接推計法を採用することが望まれる.こ のための有力な情報として,当

時種 々の機関によって試算された鉱工業生産指数がある＜6＞.表8は これ らの指数を1950年

ベースに換算 した上で,そ の後発表された通産省の指数(通 産省 『鉱工業指数総覧』1961)を

追加 した ものである.な お,当 時の 「鉱工業生産指数」の作成に当っては,現 在の定義による

鉱工業の対象範囲に加えて,電 力.ガ スの 「公益事業」をも指数に含めるのが一般的であった

ため,以 下の作業では公益事業を含む総合指数等についての比較がなされていることに注意さ

れたい.

 この表の結果をみると,1943-4年 の値が相互に相違 している.そ の主要な原因は,1944年

頃まで辛 うじて高い水準を保持 していた航空機,船 舶などの軍需工業産業の生産額をどの程度

指数に折 り込んでいるかにかか っている.た とえば,民 間需要品を対象とした国民経済研究協

会指数やダイアモ ンド指数はこれ らの年で低い値をとっている.ま た,軍 需生産に関する公式

統計の水準は,戦 後GHΩ によって再調査されるまで,下 方バイアスを持っていたこともこ

れら指数の相違の原因となっている.こ れらの諸指数は目的に応 じて使いわけ られようが,国

民経済計算との関連では,多 数品目を含む通産省の付加価値ウエイ ト指数の利用が適切であろ
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表8 鉱工業 生産指 数の比較:1940-50

                    (1934-36年 平均=100.0)

う.た だこの指数 と他の指数との相違点については,事 前に検討 してお く必要がある.通 産省

指数は,大 勢 としては,経 済安定本部指数およびGHＱ 指数と類似 した動きを示 してお り,軍

需生産の効果 も十分折 り込 みずみ であるが,1950年 前後の生産の回復速度は他の2指 数より

も遅 くなっている点に特徴がある.し か し,そ の相違は限られた年に限定されているから,わ

れわれの作業に利用する上で大きな障害とならないように思われる.

 表9の 「公式統計」による推計欄に示された数値は,通 産省指数の部門別指数を遡及推計の

               表9 鉱工業の実質生産所得

                              (1955年価格表示:10億 円)
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1955年 の製造業,鉱 業,公 益事業別の付加価値に,各 々接続 して延長 した ものである.こ の

推計によれば,戦 時下の1940-44年 の生産水準は戦前期で最高水準にあったが,1945-46年 で

大 きく下落 している.こ の落ち込みは空襲等による破壊や賠償のための生産設備撤去の影響を

反映 していることは確かであるが,同 時に上記の推計で公式統計による生産額を利用 したこと

によるバイアスも考えられる.厳 しい統制経済の下にあった復興期の戦後経済において,闇 市

場の存在を見逃す ことはできない.し か し鉱工業についてはこの量を直接推定する資料は存在

しないので,間 接的な情報に期待せざるを得ない.

 このような観点か ら,国 民経済計算における生産面か らの推計値の利用方法について考察 し

ておこう.戦 前の生産面からの推計値については,す でに述べたように 「森田指数」による物

価調整の効果が過大にあらおれていると推量されるので,有 効な利用はあまり考えられない.

しか し戦後の推計値は,見 方によっては興味ある情報 といえる.す なわち生産面の名目値が過

小評価になっている主たる理由は,統 制経済下か ら闇市場へ流出 した生産額が大きかったため

であるとも解釈できる.こ のことを背景に,き わめて大胆な作業仮説 として,支 出面か らの推

計と生産面からの推計の差が当時の 「地下経済」の大きさに対応 しているとすることが許され

るならば,そ れを利用 して戦後期の実質所得の推計を改良することも可能になる.も ちろんこ

のような想定には 「あまりにも乱暴である」との批判が予想されるが,根 拠が皆無であるわけ

では ない.表10は,国 民経済計算における支出面か らの推計 と生産面からの推計の間に生 じ

た差のGNPに 対する比率と,日 本銀行による闇物価の公定価格にたいする倍率を比較 したも

のであるが,新 円切 り替えによって物価が一時的に小康状態をもった1946年 をのぞけば,2

者の間に相関関係が見いだされるように思われる.こ れ らを配慮す ると,地 下経済のおおきさ

についての統計情報が皆無な状況下では,上 記の試みのような 「蛮勇」 も必要なように も思わ

れる.た だこのように して求められた結果は,地 下経済の一部の把握にとどまっている可能性

が強い.

 この作業を進めるには,ま ず地下経済の産出額の推定時期を定あなければならない.闇 物価

の対公定価格倍率が1951年 には1.2に 低下 したことから,地 下経済は この時期 より逐次縮小

していったと考えてよい.具 体的には,1951-55年 間に地下経済産出額のGNP比 率が等差的

に減少 して,1955年 に0と なると想定 して計算が行なわれている.次 に,こ のように して計

算された地下経済の産出額を産業別に配分する必要がある.こ こでは地下経済の産出額が,農

業,製 造業,卸 売 ・小売業の3部 門に帰属すると仮定 し,戦 後の数値について国民所得白書の

産業別国民所得の名目金額の比率で配分 した.た だ,こ こでの地下経済の産出額は闇物価表示

になっている.そ こで実質価格ベースの推計に使用されている公定価格に調整す るために,日

本銀行の2種 の 「闇物価調査」の倍率平均を利用 して公定価格表示 に換算 した＜7＞.こ の値

と国民所得白書の産業別所得との比率の年次別値を,生 産指数に乗ずることによって下方バイ

アスをある程度修正す ることが できる.表9に は,1955年 価格表示の公式統計による結果を

上述の方法で地下経済の効果を 「補正」 した結果が示されている.こ の結果によれば製造業の

敗戦直後の落ち込みは若干緩和されている(な お前節で示 した農業については,生 産高の直接

推計に依っているので新たな補正は必要としない).ま た,鉱 工業についても,戦 後の沖縄県

      表10 支出・生産勘定間の統計的そこ・GNP比 率と闇物価倍率の変化
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の 生 産 額 を加 え る必 要 が あ るが,こ の金 額 は
,推 計 の誤 差 範 囲 に入 る大 き さで あ る の で,調 整

を 行 な っ て い な い.

 5.第3次 産 業 統 計 の 吟 味

戦 前期 に お け る第3次 産 業 の 役 割 は 比 較 的 小 さ か っ た が
,も ち ろ ん 無 視 し得 る もの で は な

い.我 々の 対 象 期 間 にお け る 国 民 経 済 計 算 で付 加 価 値 の 大 き さか らみ て重 要 な第3次 産 業 と し

ては,(1)建 設 業,(2)運 輸.通 信 業,(3)卸 売.小 売 業
,(4)金 融.不 動 産 業,(5)公 務,(6)公

務 以 外 の サ-ビ ス業 が 挙げ られ る.こ れ らの 内 で
,物 量 表 示 に 準 ず る デー タ が 得 られ るの は

(2),(5)で あ る.す なわ ち(2)に つ い て は,部 門 別 の統 計 が あ る程 度 み い だ され る ＜8＞ .ま ず

国 有 鉄 道,民 間鉄 道 合 計 に つ い ては,旅 客 輸 送(人.キ ロ)
,貨 物 輸 送(ト ン ・キ ロ)表 示 の 数

値 を 利 用 して 運 輸 活 動 指 数 を作 成 す る こと が で き る .内 航 船 舶 に よ る貨 物 輸 送 に つ い て も ト

ン.キ ロ表 示 の デ ー タが あ るが ,1941-46年 の 間 の統 計が 欠 如 して い る.こ れ を補 う もの と し

て・ 船 舶 保 有 量 の統 計 が あ るの で,そ れ を 利 用 して補 充 を お こな った .自 動 車 輸 送量 につ い て

の 詳 細 な デ ー タは 存 在 しな い た め に ,旅 客 人 数,取 り扱 い 貨物 量 の指 数 化 に と どま さる を 得 な

い.問 題 は これ らの5種 の 指 数 を総 合 す る的 確 な ウエ イ トを求 め る こ と が困 難 で あ る こ とで あ

る.た だ ・ 国 鉄 を 中心 とす る収 入 デ ー タを 参 考 に して 大胆 な推 測 を行 な えば
,こ れ らの総 合 に

あ た って 「等 ウエイ ト」 を利 用 して も大 き な誤 りを もた らさな い よ うに 思 わ れ た の で
,こ の 単

純 な 計算 法 に よ った.表11に は,部 門 別 活動 指 数 の指 標 が 示 され てい る .こ の結 果 に よれ ば

部門 別 の 動 きに か な りの 差 が あ る が,こ れ は 輸 送構 造 の 長期 的 な 変動 も含 ん で い る た め で あ

る.更 に 平均 指 数 でみ る と運 輸 業 の 終 戦 直 後 の 落 ち込 み は ,輸 送 設備 が か な りの 被 害 を受 け た

に もか か わ らず,製 造 業 な ど と比 較 して 小 さか った こ とが わか る .運 輸 業 の 実 質 付 加 価 値 の推

計 は,遡 及推 計 の1955年 値 に平 均 指 数 を接 続 す る こ とに す る.

 (5)に つ い て の 実 物 デ ー タ と して は,公 務 員 の 雇 用状 況 につ い て の統 計 が 考 え られ る.1946

年 以 降 に つ い ては,国 家公 務 員 「予 算 定 員」 の 時 系 列 が 得 られ るが,1946-55年 間 で は
,大 き

な 変 化 は み られ な い.一 方,地 方 公 務 員 に つ い て は1950年 以降 の統 計が 得 られ る が,ゆ る や

か な 上 昇 傾 向 を示 し1955年 に は ほ ぼ 国 家 公務 員 の数 値 と一 致 してい る .問 題 は1940-45年 の

数 値が,臨 時 職 員 ・雇 人 を含 ま ない 形 で示 され て い るた め,戦 後 の数 値 と接 続 出来 な い こ とて

表11 輸送量活動指 数

(1955=100.0)
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              表12予 算 定員公務員数

ある(こ の場合,戦 前値について1日植民地関係の外地特別会計分を除 くのは当然である).年 次

間の変化の形態をみると,1940-44年 はほぼ横這いであ り,1945年 に50%程 度の増加を示 し

ている.そ こで,仮 に1945年 と1946年 の値が同じと考え,1940-44年 の国家公務員と地方公

務員の比率が一定とすると,表12の 推計値が得 られる.さ らに戦前については,陸 軍,海 軍

の軍人数を加えなければならない＜9＞(戦 後の自衛官等は予算定員に含 まれている).同 表で

はこれ らの軍人が,外 地にいるものも区別 しないで計上 している点が,GDPの 定義との関わ

りで若干の問題をのこしている.実 質額の推計は,1955年 値を公務員人数で補外す る方式に

依った.こ のことは,軍 人の給与が一般公務員と同一であることを想定 している ことにな る

が,徴 兵制下にあった戦時期の状況を考慮す ると,公 務の付加価値を過大に評価することにな

るかもしれない.

 第3次 産業の残された分野の実質所得を求めるには,国 民所得白書の名目金額の実質化に依

らざるを得ない.こ の場合,1946-51年 の数値は,年 度ベ-ス でのみ示 されているので,2節

で示 された方式での年次への変換がおこなわれた.さ らに,こ の種の作業では,デ フレータの

選択には十分注意が必要である.ま ず,卸 売 ・小売業については,「 白書」の数字を そのまま

採用 した ケ-ス と,前 節の製造業で述べた 「地下経済生産」の調整に準 じた作業を行なったケ

ースの2種 の推計が行なわれる.採 用されるデフレータとしては,初 期の国民所得白書で 「国

民所得デフレ-タ 」に採用されたものを利用 した.こ れは,消 費者物価指数と生産財卸売物価

指数を3:1の ウエイ ト比率で総合したものであ り,商 業の市場の売り上げシェアーにほぼ対

応 していると考えられるからである.ま た1945年 の実質値は1946年 値 と同一と仮定 した.

 金融 ・不動産業の実質所得の推計についても,資 料の制約か ら他のデフレータの作成が考え

られなかったので国民所得デフ レータを利用 した.ま た,複 雑な作業を避けるために,帰 属利

子は金融業の付加価値から差し引いて処理することに した.こ の処理が近年の国民経済計算の

考え方からすれば問題があることは承知 しているが,こ の時期における帰属利子のGNPに 占

める比率が小さいことか ら実質上の問題は少ない.

 サービス産業は第3次 産業でかなりの比重を占めるものである.そ の内容は医療,教 育,対

個人サービスなど多様な活動か らなってお り,本 格的なデフレータの作成には詳細な統計が必

要であるが,わ れわれの対象期間についてこれを求めることは不可能にちかい。ただその費用

構成で,人 件費の比重が大 きい点 では共通性を有 している.特 に戦時下や敗戦後の混乱期で

は,人 件費の役割が圧倒的であったと考えられる.こ の点に注目して,デ フレータには賃金指

数を利用した・1948年 以降については,労 働省作成の非農林業常用雇用者賃金指数を利用 し,

それ以前については一橋大学経済研究所 『解説経済統計』に示 された製造業労務者の指数を リ

ンクさせた.こ のようにして計算された結果によれば,本 論の対象期間ではサービスの実質生



1940-1955年 におけ る国民経 済計 算の吟味           105

 表13第3次 産業 の実 質生産所得

                   (1955年 価格表示:10億 円)

産額は比較的安定 した動きを しめ している.た だ,1946-47年 のサービスの実質生産額が異常

に高い値を しめす.こ れは,当 時不況下にあった製造業労務者の賃金の上昇率が遅れがちであ

ったことに由来 していると考えられる.そ こで,1945-47年 の値は,1944年 値と1948年 値の

補間によって求めた.同 様の事情は1950年 についてもみ られ るため,同 年の値はl949年 と

1951年 の平均で代替 した.

 建設関連の物量デ-タ は部分的には見いだせるが,そ れらを総合 して実質系列を計算できる

ほどには至っていない.そ のため,こ こでは暫定的な措置として国民所得白書の名目系列を,

1955年 基準の建設資財卸売物価指数と賃金指数の平均指数でデフレー トする方式により建設産

業の実質所得系列を推計した.ま た1945値 は1944値 と同一 にした.さ らにこの結果をみ る

と,1946年 の値が大 きくなっている(746l億 円)のが気になる.も ちろん,戦 災の復興に伴 う

建設活動が積極的にお こなわれたことは事実であろうが,デ フレータに問題があるのかもしれ

ない.従 って,こ の推計では,仮 に1945年 値を1947年 値との平均で1946年 の実質値を求め

てい るが,将 来今後の物量関連デ-タ 収集を通 じて改訂される余地を残 している.表13は 第

3次 産業の実質生産所得をとりまとめたものである.

 6. ま と め

 3～5節 で計算されてきた3産 業の合計を求めると.1955年 価格表示のGDPが 得られる.

表14に はこれらの総括表が示されている.厳 密にはGDP推 計のためには,輸 入税等の調整

が必要であるが,こ の時期には無視 し得るほ どの大きさであるので,合 計をそのまま採用 して
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            表14 国民経済計算総括表

いる.同 表の対前年成長率の変化をみると,1940-44年 にかけて緩やか な下 降を示 した後,

1945-46の 両年 で大 きく下落している.こ の結果から第2次 大戦直後の日本経済をみ ると,

1946年 における鉱工業生産は,1940年 の20%強 の水 準 までに下落 したが,農 林水産業は

20%の 減少,第3次 産業が25%の 下落に とどまったため,GNPの 水準は60%弱 の レベル

を保つことができた.こ のことが,一 時的に日本国民を扶養 しえた ともいえよう.日 本経済は

その後急速な回復をみせ,1954年 には1940年 水準に達 している.た だ一人当 りの数値では回

復のテンポに1～2年 の遅れがみられる.旧 権民地な どか らの 日本人の帰国による海外か らの

人 口流入に加えて,第1次 ベビーブー ムなどによる人口の自然増がみ られたことなどか ら,経

済成長の果実のかなりの部分が人口増加に食われるとい う状況にあった.こ のことは,現 在発

展途上国と類似 した現象 といえる.さ らに,こ の数値を2節 で検討された名 目GDPと 突き合

わせることによって間接的にGDPデ フレ-タ を計算することができる.計 算されたデフレー

タは1940年 のほぼ200倍 になっているが,こ れは従来の物価統計か らの帰結 とほぼ一致 して

いる.

 興味あるテーマは,こ の推計結果が従来国民所得白書の数値 とどの程度相違するかとい うこ

とであろう.2節 で述べたようにわれわれの推計は,国 民経済計算の遡及推定にベ-ス をあわ

せているので,実 質額の絶対値が国民所得白書の値を上回っていることは当然である.ま た,
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表15 本推計 と国民所得白書 推計 の比較(GDP指 数)

国 民 所 得 白 書 の 数 値 が1934-6年 平均 価 格表 示 で あ るの に 対 して,;わ れ わ れ の 数 値 は1955年 価

格 表 示 とな って い るの で,厳 密 な意 味 で の 比 較 は で きな い.従 っ て,2者 の 比 較 は 指 数 な どの

相 対 的 変 化 に 着 目 した 大 まか な対 比 に よ らざ るを 得 な い.表15で は,実 質GDPを1940年 基

準 の 指 数 化 した もの と,そ れ の対 前 年 増 加 率 の 形 に 加 工 して比 較 を試 み てい る.こ の 結 果 に よ

れ ば,(1)本 推 計 の1946年 に おけ る落 ち込 み は 国 民 所 得 白 書 の 数 値 よ り小 さい,(2)そ の 後 の

成 長 率 は 国 民 所 得 白書 の数 値 よ り低 く,戦 前 水 準 へ の 復 帰 は 遅 くな って い る,(3)変 化 率 に関

す るか ぎ り,予 想 され た よ り も大 き な差 は な い こ とが わ か る.本 推 計 の 貢献 が あ る とす れ ば,

戦 前 のLTESと 戦 後 の 遡 及 推 計 とい う信 頼性 の 高 い2推 計 間 の 接 続 の 可 能 性 を 示 唆 した こ と

にあ る と い え よ う.

(注)

＜*＞ この研究は,平 成2～4年 度科学研究費補助金(総 合研究A)「 第2次 大戦下の 日本経済の統計的分

析」(課題番号0230183:研 究代表者 溝 口敏行)の 一部 として実施 された もの であ り,そ の要 旨は 『一橋論

叢』107-6,1992年 に公表す るとともに,l922年 日本統計学会大会 で発表 を行な った.既 公表の 「要 旨」

には,統 計作業の詳細が しめ されてお らず,利 用者に不便な もの であるの で,こ こに作業の全容 を示す こ

とに した.

<1>大 蔵省理財 局企画室 『昭和15年 よ り19年 度に至 る国民所 得推計』,1947年 参照.

<2>森 田優三氏は,こ こでい う 「森田指数」は 氏の開発による もので ない ことを指摘 してい る.森 田優

三(編)『 物価』,春 秋社,1963年 参照.

<3>経 済審 議庁調査部国民所得課,『 日本経済 と国民 所 得一 昭 和5年 ～27年 国民 所 得 と国 民経 済 計

算一 』,学 陽社,1954参 照.

<4>経 済企画 庁 『長期遡及推計 国民経済計算(昭 和30年 一昭和44年)』,1988参 照.

<5>梅 村又 次他 『農林業』東洋経済新報 社,1966参 照.

<6>一 橋大学経済研究所編 『解説経済統 計』,岩 波書店,1953参 照.

＜7＞ 日本銀行の闇物価調査につ いては,『 物価』第4章 参照.

＜8＞ 一 橋大学 経済研究所編 『解説 日本経済統計』岩波書店,1960参 照.

＜9＞ 軍人数は東洋経済新報社 『完 結 昭 和国勢要覧』,同 社,1989に よった.


